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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

1 17分 奥平　一夫（県民ネット） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の政治姿勢について

(1) 東京都による尖閣諸島の買い取り計画は沖縄県や県民及び、隣国との外交にどのような
影響があると考えるか見解を伺う。

(2) 知事は震災瓦れきの受け入れに前向きで、可能性調査を指示したようだがその理由と結
果について伺う。

(3) 沖縄電力の小型原子力の研究については容認するのか伺う。

(4) 消費税増税に対する知事の見解と県民生活への影響について伺う。

(5) 若年者の雇用環境の実態と改善について知事の見解を伺う。

(6) 普天間・嘉手納基地周辺地域における抜本的騒音対策について伺う。

2 教育行政について

(1) 教職員の病休問題について

ｱ 精神性疾患による休職者数の５年間の推移について

ｲ 教職員の勤務の実態や意識に関する調査報告書における改善策の実績について伺
う。

(2) 進級規定見直しについて

ｱ 進級規定見直しによる教育効果と人材育成について教育長の認識を伺う。

(3) 30人以下学級の完全実現と今年実施される小３での35人学級導入の進状況につい
て伺う。

(4) 一括交付金による複式学級の解消実現について伺う。

(5) 一括交付金による幼小・中学校へのクーラー設置事業実現について伺う。

(6) 老朽化した危険校舎実態調査と対策について伺う。

3 下地島空港周辺残地と空港の利活用について

(1) 県の基本計画における農業ゾーンや観光ゾーンの考え方及び進状況と今後の日程
について伺う。

(2) 日本航空撤退による民事調停の経緯及び空港利活用の基礎調査の進について伺う。

(3) 下地島空港の国際線就航の可能性について、知事は「空港機能をフル活用することを
大前提に考える」と答弁されている。その後の取り組みについて伺う。

4 我が会派の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

2 17分 瑞慶覧　功（県民ネット） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の政治姿勢について

(1) ２月定例会の所信表明で、知事は沖縄21世紀ビジョンの将来像の実現に向けた決意と
して基地問題の解決を図ると述べている。基地問題とは何か。何をもって解決とするのか
伺う。

(2) 普天間飛行場の県外移設・日米地位協定の抜本改定・オスプレイ配備の撤回などは知
事が先頭に立って県民の心を一つにして取り組むべき課題だと思います。見解を伺う。

(3) 不平等な日米地位協定の抜本改定を実現するために今後どう取り組むのか伺う。

2 基地問題について

(1) 米軍関係者の基地内外における居住問題について

ｱ 米軍関係者の基地外居住者の状況について伺う。

ｲ 米軍施設・区域内住宅の状況と居住率について伺う。

ｳ 知事は北谷町砂辺区の通称基地外基地地域を視察されているが感想を伺う。

3 県の職員配置について

(1) 職員の病休者数の動向と病気の種類について伺う。

(2) 過剰労働職場における健康被害の状況は把握できているか伺う。

(3) 欠員の不補充がさらなる病休者を生むことになる、見解を伺う。

(4) 負の連鎖を断ち切るには、追加試験を実施するしかない。見解を伺う。

4 東日本大震災の支援と対応について

(1) 被災地からの被災者受け入れ状況と支援内容について伺う。

(2) 県内に定住を希望している被災者について伺う。

(3) 被災地での復旧・復興支援内容と今後の支援計画について伺う。

(4) 被災地からの瓦れき受け入れに対する市町村の動向と県の対応方針について伺う。

5 観光行政について

(1) 昨年11月に締結された日本と台湾の航空自由化協定後の沖縄入域客の動向について
伺う。

(2) 昨年７月の中国人を対象とした数次ビザ発給後の沖縄入域客の動向について伺う。

(3) 中国語通訳、ガイド等受け入れ環境の状況、課題と施策について伺う。

6 かりゆしウエアの普及について

(1) かりゆしウエア着用普及の取り組みについて伺う。

(2) かりゆしウエアの製造、出荷枚数の状況と動向について伺う。

7 我が会派の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

3 17分 西銘　純恵（共産党） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 保育行政について

(1) 保育所に入所できない待機児童は何人いるか。2008年と比較してどうなっているか。保
育所増設計画と実績を問う。今の計画で待機児童を解消するのは何年後になるのか。
保育所の増設計画を倍加すべきではないか。

(2) 那覇市の保育士不足は、正規雇用率の低さが一因だというが、保育士不足のため入所
できない待機児童は全県で何人いるのか。保育士の正規雇用率を高めるための県の対
応策を問う。

(3) 認可外保育園でも認可保育園並みに児童の処遇ができるように、運営費補助を増額す
ることについて

(4) 子ども・子育て新システムは、保育に営利企業の参入を広げ、国や自治体の責任を大き
く後退させ、介護保険と同じように保護者が保育所を探し直接契約をすることで児童福
祉法24条を事実上骨抜きにしている。国や自治体の責任を放棄する制度である。子供
の最善の利益と相入れない新システムに県はどう対応するか。

2 国保制度について

(1) 国保加入の世帯数と人数、滞納世帯数と人数、割合と主な滞納理由は何か。短期証世
帯、国保証の未交付世帯はどれだけか。国保世帯の所得階層別の割合はどうなってい
るか。

(2) 国保税滞納額の回収のため、差し押さえをしている市町村数、その件数と総額の３年間
の推移について

(3) 県が１世帯当たり１万円補助をするには、幾らの予算が必要か。高過ぎる国保税を引き
下げるべきではないか。

3 沖縄県の介護保険料は全国と比べてどうなっているか。県が補助をして全国平均の保険料
にするための予算は幾らかかるか。保険料と利用料を軽減することについて

4 10月実施予定の中学卒業まで入院費無料化の進状況、また通院費も含めて中学卒業ま
で窓口無料にすることについて

5 学童保育について

(1) 我が党が何度も取り上げてきた民間賃貸の学童クラブの家賃補助が今年度実施される。
全県の学童クラブの数と民間施設利用数について、家賃補助の該当クラブは何カ所で
割合はどうなっているか。補助の内容とその金額は幾らか。

(2) 本県の学童保育は、全国に比べて行政の支援がおくれている。ひとり親や低所得家庭
の保育料の減額免除、指導員の賃金補助、幼稚園児の保育など、県独自に実施をすべ
きではないか。

6 生活保護行政について

(1) 日本は生活保護の必要のある人が保護を受けている捕捉率は15％と言われている。扶
養義務者への扶養強要をして窓口で返すなど申請権を侵害している事例があるが、生
活保護制度の基本原理・原則に照らして、申請権を全面保障すべきではないか。

(2) 生活保護受給者に、過剰な就職活動の強要をしているのは問題ではないか。

7 生活、就労、福祉、医療などの多重的な問題解決のために支援を行うパーソナル・サポート
事業は今年度で国のモデル事業が終了するが、県の事業として継続することについて
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8 県のがん対策条例案に対する患者連合会の見解はどうなっているか。患者連合会の求め
ているピアサロン相談事務所設置に対する県の対応を問う。

9 教育行政について

(1) 競争教育をなくしすべての子供に行き届いた教育を行うための30人学級の計画と実績を
問う。教職員は正規で雇用すべきと考えるが、実態はどうか。

(2) 教師の多忙化解消策の成果を問う。病休教職員数と精神疾患者の数と割合は2011年度
までの３年間でどうなっているか。

(3) 小学校入学から中学校卒業までにかかる諸経費で父母負担額は総額幾らか。憲法26条
は義務教育費の無償を規定している。県は、学校給食費を無償にして教育費無償化に
踏み出すべきではないか。

10 高齢者や生活保護受給者にはアパートを貸さないと言われる相談が多く寄せられている。
県は早急に宅建業協会や不動産協会などと協議を行い実態の掌握に努め、生存権が著し
く脅かされている状況を改善するよう対策をとるべきではないか。

11 県営神森団地の建てかえは、既存150戸から何戸にする計画か。２万戸不足している公営
住宅を増設する計画となっているか。また、改築は当事者住民の意見をよく聞いて、住民合
意を基本とした計画にすべきだが、どうなっているか。

12 浦添新軍港建設など基地問題について

(1) 仲井眞知事は、浦添新軍港建設について地元が受け入れを表明していると繰り返し答
弁している。現浦添市長は軍港建設の是非を選挙の争点にして市民の意思を問うことは
しなかった。県議選挙での我が党の市民アンケートの結果は、軍港賛成は５％で、反対
79.7％と圧倒的多数が新軍港建設に反対である。知事は、県民や浦添市民の総意の立
場で、新軍港建設反対を日米両政府に申し入れるべきではないか。政府に新軍港建設
の環境アセス撤回を申し入れること。

(2) トランシップ貨物がゼロの税金の無駄遣いの那覇国際ハブ港湾計画事業は中止し、事
業計画を抜本的に見直しをさせること。

(3) 牧港補給基地内の米軍郵便局を県民の税金８億円で建設する問題を、「検討する重大
問題」と答弁したが、検討結果を問う。

13 我が党の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

4 17分 比嘉　京子（社大党） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の政治姿勢について

(1) 普天間飛行場の固定化を阻止する知事の決意を伺う。

(2) オスプレイ配備反対県民大会は、知事が率先して沖縄県主催でする考えはないのか。

(3) 識名トンネル虚偽契約問題における知事の認識の甘さが問題を大きくし県の初期対応
にも影響していると考えるがどうか、そもそも県益についてどう理解しているのか。

(4) コンベンションビューロー会長の実質的な任命責任は知事にあると考えるが、知事はこの
まま静観するのか。

2 雇用行政について

(1) 県産業･雇用拡大県民運動推進本部（本部長:知事）による2012年度みんなでグッジョブ
運動実施計画について

ｱ 医療･福祉で8000人の雇用目標を立てているが、業種別、人員、雇用時期等について
問う。またその中に、県立病院への雇用人員は含まれているか。

ｲ 卸売業･小売業･サービス業でそれぞれ6000人の雇用を目標にしているが、具体的な
取り組み方法、業種別雇用者数について説明を求める。

(2) 知事公約である30人以下学級を実現するなら中学校及び高校までの教員採用見込み
は何名か、実現への決意を問う。

3 福祉行政について

(1) 保育行政について

ｱ 保育所（園）に入所（園）できる子と入所(園)できず待機させられている子がいる、この違
いをどのように説明するのか。

ｲ 認可園に希望しているが入れず、認可外に入園している潜在的待機児童がいるが、そ
の理由をどのように説明するのか。

ｳ ｱ、ｲを放置せず一気に解消するために、これこそ一括交付金を使うべきだと考えるがど
うか。

ｴ 保育現場では深刻な保育士不足が起こっている。その原因についての認識と対策を問
う。

ｵ 地域主権改革一括法の施行に伴い児童福祉法県条例の制定を準備しているが、本県
における保育行政の主体的な方針について問う。

(2) 老人福祉行政について

ｱ 老人福祉施設に入所（園）希望しているが入所（園）できない待機者は何名か、入所
（園）できる、できない現状をどう説明するのか、その解決策と解決時期を問う。

4 県立病院について

(1) 経営安定化計画について

ｱ 経営安定化計画の目的、内容等について説明されたし。

ｲ 条例定数を引き上げずして計画策定は困難であると考えるがどうか。
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

5 17分 渡久地　修（共産党） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の政治姿勢について

(1) 県議選挙の結果について

ｱ アメリカの上院議員らが「６月の県議選挙で仲井眞知事の与党が多数になれば、知事
はまたもとの辺野古移設に戻るだろう。だから、それを期待して待っている」と、この県議
選挙に淡い期待を寄せていたようである。県議選挙の結果、辺野古移設・県内移設容
認の県議は一人もいない。知事は、この結果をどう受けとめているか。　「事実上不可
能」という情勢判断的な言及ではなく、知事の意思として明確に反対あるいは認めな
い、埋立許可は与えないと明言して、日米両政府に淡い期待を与えないようにすべき
ではないかと思うが、知事の見解を問う。

ｲ 県議選挙での新聞社のアンケートで、当選した県議の81％が消費税に反対と答えてい
る。消費税増税に県民は反対の審判を下したと思うが、知事の見解を問う。

(2) 野田首相の慰霊の日のあいさつは、基地負担をざんきにたえないと述べながら安全保障
を語り、基地押しつけを公言したものではないか。知事の見解を問う。

(3) 日本共産党は、沖縄戦の悲劇を引き起こした日本の侵略戦争に命がけで反対した唯一
の政党である。戦後も、基地押しつけの大もとになっている日米安保条約をなくして、日
米友好条約に切りかえるべきだと主張している政党である。県議会でも、県民の立場から
県政をチェックするとともに、県民の願い実現のために道理ある提案を行ってきた政党で
ある。知事の日本共産党観について伺う。

2 基地問題について

(1) 復帰して40年が経過したが、米軍のやりたい放題が続いている。沖縄はアメリカ、米軍の
植民地なのか。主権者はだれなのか。

(2) 沖縄の県土で知事の権限が及ばない地域が何％存在するのか。沖縄県の領海・領空で
知事の権限が及ばない地域は何％か。国の法律、県の条例が適用されないのはどれだ
けあるか。米軍のやりたい放題が今でも続いているのは、植民地状態ではないのか。

(3) オスプレイを８月に沖縄に配備すると通告してきている。アメリカは安保条約上の権利と
主張しているようだが、県民の命を危険にさらす権利がアメリカにあるのか。日本政府は
県民の命を守る義務はないのか。県知事は、この事態に至っても安保条約を擁護するの
か。

(4) ２年前の２月25日の私の一般質問で、普天間基地のクリアゾーンについて質問したが、
上原良幸公室長は「これはアメリカ国内の自治体のためのものであって、海外の航空施
設には適用されないものである」と述べて、具体的な答弁を避けた。今回の米軍のオスプ
レイ配備に向けて作成された環境レビューには、普天間基地のクリアゾーン（事故可能
性区域）を図面に明記した。改めて再度、「普天間飛行場におけるアメリカの安全基準
（クリアゾーン）の範囲、面積は幾らか。その中に住宅と住民の数、学校と児童数、病院と
ベッド数、保育所と児童数などについての実態と認識について」問う。明確な答弁を求め
る。

(5) 沖縄の基地の実態を全国民に知らせるパンフレット、チラシの作成・配布と全国紙への
意見広告について繰り返し求めてきた。オスプレイ配備反対も含めてぜひ実施すべき。

(6) 沖縄に駐留する米軍への「日本の国内法の遵守を義務付ける沖縄県条例」を制定すべ
きである。

3 オスプレイの配備について
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(1) 去年の６月議会で、オスプレイにオートローテーション機能がないことを米国議会の公聴
会での専門家の証言を示して指摘した。県はその後、このことを確認したか。県は、どう
いう見解か。

(2) 米国連邦航空局の規則では、オートローテーション機能のない飛行機は飛ぶことは禁じ
られているとも指摘した。県は確認したか。

(3) 同様に、日本の航空法でもオートローテーション機能がない飛行機は日本国内では飛
ぶこと自体が禁止されている。県は毅然として対処すべきである。

(4) 県に提出された米国の報告書によると、沖縄じゅう、民間地域を飛行ルートに設定してい
る。その理由は何か。これは、明確に民間地域での市街地戦争を想定した訓練ではない
のか。米国ではできないことを沖縄の民間地域で公然と実施しようとするものではない
か。

(5) 知事は、オスプレイ配備を阻止するためにあらゆる手段をとるべきだ。決意を伺う。

(6) 高江ヘリパッド建設の強行の理由は、「県の理解を得たから」となっている。オスプレイの
配備が明らかになった以上、高江のオスプレイパッド建設に反対の意思を表明すべき
だ。

4 消費税増税に反対することについて

(1) １人当たりの県民所得の全国水準は幾らか。年収300万円未満の世帯数と割合について

(2) 10％増税で、県民１世帯当たりの増税額は幾らになるか。年収300万未満の世帯の増税
額は幾らか。

(3) 消費税10％で県民全体ではどれだけの負担になるか。県の自主財源との比較、一括交
付金との比較はどうなるか。

(4) 10％増税が県民生活と県経済に悪影響を与えるのは必至である。知事は反対すべきで
ある。

5 ２月議会で、公営住宅の建設や建てかえ、県内食料自給率の向上、地産地消推進など、地
場産業、地元企業育成で雇用創出をと具体的に提起した。知事は「いろんな雇用の可能性
が出てくるというのを見せていただいた。ぜひ、その考え方を徹底して取り入れてみたいと
思います」と答弁した。その後の検討状況を伺う。また、福祉、医療、教育、防災の充実で雇
用創出をと提起した。知事は、「特に福祉・医療の分野は、大きな潜在的な雇用需要は持っ
ていますから、おっしゃる方向性は尊重して、きめ細かい雇用対策を打ち出せればと思いま
す」と答弁したが、その後の検討状況を伺う。

6 旧日本軍32軍司令部壕を保存し、入り口などの公開と説明版の文言をもとに戻すことにつ
いて

7 我が党の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

6 17分 新垣　清涼（県民ネット） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 普天間基地問題について

(1) 普天間基地周辺の爆音の状況について県の見解を伺う。

(2) 現実に合わない防音工事指定区域の状態について県の見解を伺う。

(3) オスプレイの配備計画について政府の姿勢は、それに対する県の見解と方針について
伺う。

(4) 大山ゲート入り口友好広場からのトイレ持ち去り事件について県警の見解を伺う。

(5) 辺野古移設計画について
　政府の動向について県の見解と取り組みを伺う。

2 東日本大震災支援について

(1) 震災瓦れき受け入れについて知事の見解を伺う。

(2) 沖縄らしい支援策について伺う。

(3) 被災地からの子供たちの受け入れ状況について伺う。

3 沖縄全戦没者慰霊祭実施要項について

(1) 参列者に資格、制限はあるのか伺う。

4 子育て支援について

(1) 待機児童の解消について今年度の取り組みとその結果について伺う。

(2) 医療費の支援を義務教育卒業までにすべきだと思うが取り組みを伺う。

(3) 義務教育卒業まで給食費の支援をすべきと考えるが県の取り組みを伺う。

5 環境行政について

(1) 県内のごみの資源化、廃棄物のリサイクル率の現状と今後の目標、県の取り組みを伺う。

6 世界若者ウチナーンチュ大会への支援について県の取り組みを伺う。

7 我が会派の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

7 17分 照屋　大河（社民・護憲） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の政治姿勢について

(1) 野党多数の議会構成を受けていかに県議会に臨むか。

(2) 障害者福祉について

ｱ 障害者基本条例の早期制定実現に向けて知事の決意を伺う。

ｲ 関連して、企業などへの雇用義務の対象に精神障害者を加えるべきだとする報告書案
を去る６月26日、厚労省の有識者研究会がまとめている。対象拡大が実現すれば「法
定雇用率」上昇の一助となるが、かかる厚労省報告書案に対する県の見解を示された
い。

2 基地問題について

(1) (米政府の正式通報を受け)普天間基地に配備されるオスプレイが東村高江のヘリパッド
でも運用されるのが確実になった今、同ヘリパッド建設についても反対姿勢に転じるべき
でないか。

(2) 関連して、ノグチゲラの営巣期間が終了し、高江ヘリパッド建設工事が７月１日から再開
された。県の受けとめを伺う。

(3) 嘉手納基地に2014年からＣＶ22オスプレイ配備計画との報道に対する県の受けとめ、現
段階での事実関係の掌握状況について伺う。

(4) 爆音被害について

ｱ 県が2011年度に実施した米軍基地航空機騒音実態調査で住宅防音工事区域の対象
外だが、同区城内と同等レベルのＷ値(うるささ指数)を測定したのが４地点あった。防
音工事区域の拡大を国に求めていくべきではないか、見解を伺う。

ｲ 琉球大学の測定調査を通じて、学校現場(教室)の騒音問題が急浮上している中、基地
に隣接する学校の防音窓の遮音量が基準を下回る事実が明らかになっている。防衛
省や市町村教育委員会と運携してのチェック体制の整備と実効性ある対策が急務だが
県の対応いかん。

ｳ 第三次嘉手納爆音訴訟の第３回弁論で、被告国が移転補償施策を利用せずに騒音
地城に住み続ける住民は、騒音の影響を「みずから甘受すべきものである」との暴論を
書面で主張したことに対する県の受けとめ、見解を示されたい。

(5) 交番における示談交渉について

ｱ 在沖米海兵隊の法務部担当者が米軍人による事件被害者を交番に呼び出し「これ以
上、損害賠償を請求しない」旨の示談書にサインを求めたことについて、示談交渉のあ
り方として適正・適法と考えるか県の見解を伺う。

ｲ 示談交渉の場として交番を使用させた事案に対する県警の調査結果と調査を受けて
とった対応、再発防止策について明らかにされたい。

3 医療行政について（ポリオワクチン）

(1) ポリオ(小児麻痺)予防のため現在自治体が使用している生ワクチンの問題点について伺
う。

(2) 我が県におけるポリオ生ワクチンの予防接種率について最新の確定値、前年同期比を
示した上で、かかる接種率に対する県の見解を明らかにされたい。

(3) 現在、県内でポリオ不活化ワクチンを取り扱う医療機関の数を明らかにされたい。
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(4) 厚労省は、来る９月からポリオの不活化ワクチンを乳幼児の定期接種に導入することを決
め、その製造販売を正式に承認した。我が県における本年度末までの需要予測と供給
量を示されたい。

4 環境行政について
　環境省の平成24年度「行政事業レビュー」公開プロセスでマングースやグリーンアノー
ル、オオヒキガエルなどの特定外来生物防除等推進事業が「抜本的改善」を受けたことに
対する県の見解を伺う。

5 待機児童問題について

(1) ０から２歳の低年齢児の保育所待機児童について

ｱ 県は０から２歳の低年齢児の待機児童数の実態を把握しているか明らかにされたい。

ｲ 県は「潜在的待機児童数」が県全体で推計9000人に上るとしているが、このうち０から２
歳児の児童数を明らかにされたい。

ｳ 県は、０から２歳児の待機児童解消に特化した事業を展開していく考えはあるか。

(2) 政府・民主党がマニフェストに掲げていた総合こども園を見送り、自公両党との修正協議
の上認定こども園を拡充させる法案が国会に提出されている。総合こども園と認定こども
園を比較した揚合、いずれの制度が我が県の待機児童解消に効果的と考えるか、県の
分析を伺う。

6 我が会派の代表質問との関連について
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一般質問通告表
平成24年第3回沖縄県議会(定例会)

07月05 日(木)
順　位 時　間 氏　　　　名　　（　　会　　　派　　） 答 弁 を 求 め る 者

8 17分 前田　政明（共産党） 知事　関係部長等

質　　　　　　　　問　　　　　　　　要　　　　　　　　旨

1 知事の基本姿勢について

(1) 県議選挙の結果について

ｱ 県議選挙の結果は、オスプレイ配備反対、辺野古新基地建設反対、普天間基地の閉
鎖・撤去が県民の総意であることが改めて明確に示された。日米両政府は、辺野古基
地建設を断念して普天間基地の閉鎖・撤去を速やかに実現すべきではないか。知事の
見解を問う。

(2) オスプレイ配備問題について

ｱ オスプレイ配備反対の県民総意を踏みにじる米政府の米軍普天間飛行場への垂直離
着陸機ＭＶ22オスプレイの配備について、「接受国通報」とオスプレイ配備を容認する
民主党政権に怒りを込めて抗議する。一連の日米両政府への対応、森本敏防衛相の
来県について、知事の対応と見解を問う。

ｲ 県民の命を守ることが知事の最大の職責である。危険な欠陥機のオスプレイ配備に反
対し、市長会、町村長会、あらゆる団体を網羅して県民大会開催の先頭に立って頑張
るべきではないか。知事の見解と対応を問う。

ｳ 防衛局から「環境審査報告書」の説明を受けているが、その内容と当局の見解と対応を
問う。沖縄と本土一体で配備に反対する運動を巻き起こし、日米両政府に配備撤回を
求めることが重要ではないか。

ｴ 高江のヘリパッド建設はオスプレイパッドであり、工事の中止を求めるべきである。

(3) 米軍基地問題について

ｱ 今年は戦後67年、復帰40周年、安保条約発効60周年の年である。国際法を踏みにじ
る銃剣とブルドーザーによって不法・不当に強奪されて建設された強大な米軍基地が
戦後67年居座り続けていることは異常ではないか。

ｲ 県民が復帰に託した米軍基地のない平和な沖縄は実現していない。沖縄に生れた者
として、どんな困難なことがあっても「米軍基地のない沖縄」を子や孫に手渡す責任が
ある。知事の見解を問う。

ｳ ＳＡＣＯ合意の県内移設は、古くなった米軍基地を国民の血税で最新鋭の基地への建
設強化、基地の固定化である。辺野古移設反対、県内移設反対の県民運動によってＳ
ＡＣＯ合意は破綻し、県内移設反対が県民の総意となった。知事の見解を問う。

ｴ 新基地建設のための公有水面埋め立てについては、反対であるという立場を明確にす
べきではないか。

(4) 普天間基地問題について
　普天間基地は閉鎖・撤去は県民の総意である。普天間基地の固定化を許してはならな
い。普天間基地の閉鎖・撤去を実現するためには、銃剣とブルドーザーで強奪された土
地・基地は無条件撤去せよの県民総意を実現し、全国知事会に提起するとともに、全国
の人々と連帯してオール日本の声として日米両政府に「普天間基地は無条件撤去せよ」
と復帰運動のような国民運動を推進することが求められている。知事の見解を問う。

(5) 日米安保条約について

ｱ 米軍基地問題でもＴＰＰ問題でも「アメリカいいなりの政治でいいのか」、日本・沖縄の現
状は根源にある日米安保条約の是非が国民的に問われる時期に来ている。新聞（５月
９日付）の世論調査で「米軍の駐留を定めた日米安保条約について」で、①、維持すべ
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き（15.8％）、②、平和友好条約に改めるべき（55.4％）、③、破棄すべき（15.5％）、④、
多国間安保に改める（13.3%）、安保条約破棄と平和友好条約で70.9％となっている。ま
た、ＮＨＫ、2010年11月世論調査の「日本の安全を守るためにどのような国をめざすべ
きか」に対して、①、日米同盟を基軸にする（19％）、②、アジアの国と国際的な安全保
障体制を（55％）、③、防衛力を持たず中立を（12％）、④、独自の防衛力（７％）となっ
ている。県民・国民が求めているのは「日米同盟基軸」より「平和外交」を求めている。
知事の見解を問う。

ｲ 安保条約をなくし平和・友好の日米関係を実現することによって、①、同条約10条に
よって１年以内に沖縄から日本から米軍基地がなくなり、米軍基地の重圧から国民・県
民が解放される。②、日本・沖縄が憲法９条を生かした平和の発信地になる。アジア諸
国と平和・友好の関係をつくり、問題を軍事力ではなく話し合いで解決することで日本
の安全保障を図る。③、経済面でも安保条約第２条で経済協力がゆがめられてきた。
対等平等の日米関係をつくれば、経済主権を確立する保障が築かれ、日本経済のまと
もな発展ができる等、大きな展望が開かれる。知事の見解を問う。

(6) 32軍司令部壕問題について

ｱ 32軍壕の説明文について、慰安婦、住民虐殺問題等の検討委員会が求めている文言
の復活を行うべきである。

ｲ 32軍壕の保存問題について、見解と対応を問う。

2 県立病院事業について

(1) 県立病院事業の経営再建期間の経営状況の到達と今後の課題について、当局の見解
と対応を問う。

(2) 独立行政法人化は行うべきではない。当局の見解を問う。

3 子供の医療費について

(1) 子供の医療費無料化は、県民の運動で入院費の無料に、今度は通院も中学卒業までの
拡大を行うべき。窓口無料化について、２月議会で「ほかの県並みにきちっとした対応が
できるように、早めに実現する姿勢でしっかりやってまいりたい」と答弁された。早期の実
現が求められている。知事の具体的な対応について問う。

4 我が党の代表質問との関連について


